　別記
　様式第１号（第４条関係）　　　　　　
小規模事業契約希望者登録申請書
　　年　　月　　日
日南市長　　　　　　　　　　　　　様　　
市が発注する小規模事業契約について、名簿への登録を申請します。
	住所又は所在地
	〒　　　　－
日南市

	フリガナ
	
	実　印

	商号又は名称
	
	

	フリガナ
	
	

	代表者役職　氏名
	
	

	電話番号
	　　－
	ＦＡＸ番号
	　　－


希望業種（希望する順に３業種以内）
	希望
順位
	希望業種
	営業に係る資格、許可、免許等を有する場合は、その種類及び名称等
	営業年数

	１
	
	
	年

	２
	
	
	年

	３
	
	
	年


※１　上記の内容についてホームページに公表することとしています。
　　添付書類
　　　□　誓約書（様式第２号）
　　　□　使用印鑑届（様式第３号）
　　　□　申請者が法人の場合は登記事項証明書、個人の場合は市民課が発行した代表者の身分証明書（写し可）
　　　□　申請者が法人の場合は法務局に登録した印鑑証明書、個人の場合は市民課に登録した代表者の印鑑証明書（印影が鮮明で等倍のものであれば写し可）
　　　□　税務課が発行した市税の納税（完納）証明書（法人格を有する事業者の場合は、事業所と代表者個人の分とそれぞれ必要となります。）

　　　□　登録希望の業種を履行するために必要な資格、免許等を証明する書類の写し
　　添付している書類の□にチェックを入れてください。なお、添付書類に不足がある場合は受付できません。
※２　建設工事等の競争入札参加資格審査申請書を提出している事業者は登録の必要はありません。

様式第２号（第４条関係）　　　　　　
誓約書
私は、下記の項目について確約したうえで、誓約します。

１　現在、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員、暴力団準構成員等ではなく、かつ将来にわたっても該当しません。

２　自ら又は第三者を利用して、暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行為、取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為、風説を流布し偽計を用い又は威力を用いて貴市の信用を毀損し又は貴市の業務を妨害する行為等を行いません。

３　下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が１のいずれかに該当し若しくは２のいずれかに該当することを知りながら、当該者との契約は締結いたしません。
日南市が暴力団排除措置を講ずるための連携に関する協定書第４条第１項の規定により、警察へ照会された結果において、１のいずれかに該当し若しくは２又は３のいずれかに該当する行為をし、又は１に基づく確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合には、取引が停止され、又は通知により契約が解除されても異議申し立てをいたしません。

また、下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が１又は２のいずれかに該当することで、貴市から当該契約の解除を求められた場合には、直ちにその相手方との契約を解除いたします。
なお、これらにより損害が生じた場合でも、すべて私の責任といたします。

　　　　　年　　　月　　　日
日南市長　　　　　　　　　　　　　様
住民登録している住所
代表者役職氏名　　　　　　　　　　　　　㊞
代表者生年月日
（注）業者が個人である場合にはその事業主、業者が法人である場合にはその代表役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者が記載すること。
様式第３号（第４条関係）
使　用　印　鑑　届



※使用印を登録する際の印鑑が、会社名又は支店名だけ記載した印の場合には、その印鑑と代表者である方の個人印を押印ください。　
　使用印については、　　　　　年　　　月　　日より使用します。
　上記の印鑑を、入札、見積、契約、代金の請求、代金の受領に使用する印鑑として届け出ます。
　　年　　　月　　　日
日南市長　　　　　　　様　
注意事項：市長名を記入してください。また、提出する際はこの注意事項を削除してください。
住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
※　使用印を登録する際に、会社名しかない印の場合には、その印鑑と代表者である方の私印を押印ください。
様式第４号（第６条関係）
小規模事業契約希望者登録（変更・取下げ）届出書
　　　年　　月　　日
　日南市長　　　　　　　　　　　　　　様
　　住所又は所在地　　　　　　　　　　　　
申請者　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　
　代表者役職氏名　　　　　　　　　　㊞　
下記のとおり届け出ます。
記
	変更の内容

	（変更前）
（変更後）
（変更年月日）
年　　　月　　　日


	廃止年月日

	年　　　月　　　日


※　資格、許可、免許等に変更があるものについては、これらを有することを証明する書類の写しを添付してください。
小規模事業の業種及び具体例
	№
	業　　種
	修　繕　の　例　示

	１
	土木関係
	防護柵修繕、舗装修繕、交通安全施設修繕、垣根修繕等

	２
	建築関係
	大工修繕、型枠修繕、造作修繕、左官修繕、モルタル修繕、吹付け修繕、タイル張り等

	３
	電　　気
	電気・照明設備修繕、照明器具修繕、送配電設備修繕、受電・配電盤修繕等

	４
	管
	冷暖房設備修繕、空調設備修繕、給排水・給湯設備修繕、厨房設備修繕、水洗便所設備修繕、ガス管配管修繕、ダクト修繕等

	５
	板　　金
	板金加工取付け修繕、建築板金修繕等

	６
	建　　具
	ガラス取付け、サッシ取付け、シャッター取付け、金属製・木製建具取付け等

	７
	塗　　装
	塗装、ライニング、布張り仕上げ、路面表示等

	８
	内　　装
	インテリア修繕、天井仕上げ修繕、内装間仕切り修繕、カーテン・ブラインド修繕、畳等

	９
	車　　両
	自動車・バイク・自転車等修理等

	10
	精密機器
	パソコン・プリンター修理、デジタルカメラ修理等

	11
	機械・器具
	冷蔵庫・テレビ等の家庭用電化製品修理、工作機器修理、楽器修理等

	12
	その他
	上記に当てはまらない修繕や物品の売買等


使用印





実印









